
「
調 整 地 方 税 額 に 係 る 控 除 額



＋（（別表一（一）「12」
＋「43」）×163％）



 」

を

「
調 整 地 方 税 額 に 係 る 控 除 額



＋（（別表一「12」＋「41
」）×（163％又は104％））



×20％×20％

」

に 改 め 、 同 表 の 記 載 要 領 第 二 号 中「「留保所得金額（別表四「49の」＋連結法人間配当等の当期支払額－連結法人間配

当等の当期受取額） 」の欄は、別表四「49の」」 を「「留保所得金額（別表四「47の」＋連結法人間配当等の当期支払額－連結法人間配当等の当期受取額） 」の欄は、別表四「47の」」 に 改 め 、

同 第 三 号 中「「留保所得金額（別表四「49の」＋連結法人間配当等の当期支払額－連結法人間配当等の当期受取額） 」」 を「「留保所得金額（別表四「47の」＋連結法人間配当等の当期支払額－連結法

人間配当等の当期受取額） 」」 に 改 め 、 同 第 五 号 中「国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の」 の 次 に「特別償却等又は」 を 、「国際戦略総合特別区域において機械等を取得した場合の」 の 次

に「特別償却又は」 を 加 え 、 同 号 及 び を 次 の よ う に 改 め る 。



「法 人 税 額 及 び 地 方 法 人 税 額 の 合 計 額
（（（別表一「４」＋「５」＋「７」－「12」－「42」）－別
表六（五の二）「５の」）と０のいずれか多い金額）＋（（地
方法人税申告書別表一「４」－「８」－「９」）と０のい
ずれか多い金額）－（（別表六（五の二）「５の」－（別表一
「４」＋「５」＋「７」））と０のいずれか多い金額）

（マイナスの場合は０）



」

の欄中「別表一「４」＋「５」＋「７」」とあるのは、「別表一「４」＋「５」＋「７」＋「10の外書」」として記載すること。

 「住民税額の計算の基礎となる法人税額」の各欄の記載に当たつては、別表一「10」の外書の金額をこれらの欄の上段に外書として記載すること。この場合において、



住 民 税

（又は）×（163％又は

「

額

104％）
の欄の記載に当たつては、当該金額を「又は」に含めて計算すること。
」

別 表 三 の 記 載 要 領 第 五 号 中「別表一（一）「５」」 を「別表一「５」」 に 改 め 、 同 第 六 号 中
「「住 民 税 額
（又は）×163％


」」 を

「「住 民 税 額
（又は）×（163％又は104％）


」」 に 、

「第42条の４第３項」 を「第42条の４

第４項」 に 改 め 、「中小企業者等」 の 次 に「（平成31年４月１日前に開始した事業年度にあつては、所得税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第６号）第11条の規定による改正前の租税特別措置法第42

条の４第８項第６号（試験研究を行つた場合の法人税額の特別控除）に規定する中小企業者）」 を 加 え 、 同 表 の 記 載 要 領 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

７
住 民 税 額
（又は）×（163％又は104％）


」

「
及び
「調 整 地 方 税 額 に 係 る 控 除 額



＋（（別表一「12」＋「41」
）×（163％又は104％））




×20％


」
の各欄は、平成31年10月１日以後に開始する事業年度にあつては「163％又は」を消し、同日前に開始し

た事業年度にあつては「又は104％」を消すこと。

別 表 三 付 表 の 表 を 次 の よ う に 改 め る 。

平
成


年

月


日
金
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報



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